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次世代電力ネットワーク安定化技術開発／

研究開発項目①-2，②-1，②-2」
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NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部

プロジェクトの概要 （公開）

「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク
安定化技術開発／研究開発項目①-2，②-1，②-2 」

（事後評価）分科会

資料５



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

公開

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

公開

出典：「長期エネルギー需給見通し」、経済産業省、2015年7月

2030年度の電力の需給構造

⚫ 2018年7月に閣議決定された第５次エネルギー基本計画では、エネルギーの安定的な確保と温室

効果ガス削減に向けて、再生可能エネルギーの導入拡大は重要だが、系統制約が顕在化しつつある。

⚫ 系統制約の克服、調整力の確保、低コスト化等の研究開発、次世代型の送配電ネットワークに転換

等が示されている。
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⇒「系統制約の克服、調整力の確保、次世代型の送配電ネットワークへの転換」が重要。

第5次エネルギー基本計画（2018年7月3日に閣議決定）

⚫ 2030年度の総発電電力量のうち再生可能エネルギーの割合は22～24％程度。

⚫ 我が国の系統は、これまで主として大規模電源と需要地を結ぶ形で形成されてきており、

再生可能エネルギー電源の立地ポテンシャルとは必ずしも一致しておらず、再生可能エネル

ギーの導入拡大に伴い、系統制約が顕在化しつつある。このため、今後、再生可能エネル

ギーの主力電源化を進める上で、この系統制約を解消していくことが重要となる。

⚫ 再生可能エネルギーの導入拡大が進むにつれ、従来の系統運用の下で系統制約が顕在

化しており、再生可能エネルギーの出力変動を調整するための調整力の確保も含め、再

生可能エネルギーを電力系統へ受け入れるコストも増大している。・・・中略・・・このため、

ＦＩＴ制度の適切な運用と自立化を促すための制度の在り方の検討、系統制約の克服、

調整力の確保、規制のリバランス、低コスト化等の研究開発、廃棄時や再投資のための

対応などを着実に進める。

⚫ 再生可能エネルギーの大量導入を始めとした環境変化を踏まえた次世代型の送配電ネッ

トワークに転換するためには、国民負担を抑制しつつ、系統増強等の必要な投資が行われ

るための予見性確保等の環境整備が必要となる。

公開

◆政策的位置付け

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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公開

◆政策的位置付け

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

⇒疑似慣性機能等を具備したインバータの導入などのための技術を推進。

第6次エネルギー基本計画（2021年10月22日に閣議決定）

⚫ 2030年度の総発電電力量のうち再生可能エネルギーの割合は36～38％程度。

⚫ 再生可能エネルギーの最大限の導入に向けて、再生可能エネルギーのポテンシャルの大きい

地域と大規模消費地を結ぶ系統容量の確保や、太陽光や風力といった自然変動電源の

出力変動への対応、電源脱落等の緊急時における系統の安定性の維持といった系統制約

の克服も非常に重要であり、最大限取り組んでいく。

⚫ 今後、直流で発電される自然変動電源の導入拡大に伴い、電子機器であるインバータに

よって直流の波形で発電された電気を交流の波形に形成する非同期電源（太陽光・風

力・蓄電池等）の系統に占める割合が高まる中、足下から系統の安定性を確保するための

デジタル技術等を活用した系統運用高度化に向けた取組を進める必要がある。具体的には、

当面は同期電源の運転によって安定性を維持しつつ、同期調相機等の設置や疑似慣性機

能等を具備したインバータの導入などのための技術開発や制度的な検討を進めることで、同

期発電機の減少に伴う慣性力不足等の技術的な要因により、系統の突発的なトラブル時

に生じる広範囲の停電リスク等の低減を図る。
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◆技術戦略上の位置付け・他事業との関係

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

■再エネ大量導入に向けた主な課題と対策事業の推移

再エネ導入量（万kW）

2009 ～ 2030

PV＋風力目標

7400
⑥慣性力低下時の系統安定性対策
（瞬間的な調整力対策（GF：超短周期）を含む）

③需給調整力対策（LFC：短周期）

②余剰電力（下げ代・ELD：長周期）

④配電線電圧管理

①事故時安全性・復旧対策等（FRT他）

慣性力等低下対策

出力変動事業（需給ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ機能の開発）

出力変動事業（風力・PV出力制御手法）

配電系統における電圧最適制御
分散型事業（パワエレ電圧制御装置開発）

単独運転検出装置開発事業等

再エネ
大量導入

課題 NEDO事業による対策

⑤既存ネットワーク設備の有効活用
（運用容量制約による空き容量の有効活用）

電圧フリッカ対策

コネクト＆マネージ

NEDOでは、これまで再エネ比率が増えることにより現れる様々な課題について、顕在化する前
に適切に対応してきた。本事業では、慣性力等低下対策、配電系統における電圧最適制御、
電圧フリッカ対策技術を開発。
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◆技術戦略上の位置付け・他事業との関係

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

NEDOでは、系統制約を克服するため、2019年度から「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク
安定化技術開発」を実施。この事業では、①-1日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの開発、 ①-2慣性力
等の低下に対応するための基盤技術の開発、 ②-1配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発、②-2高圧
連系ＰＣＳにおける電圧フリッカ対策のための最適な単独運転検出方式の開発の４テーマを実施。なお、 ①-1は昨年度
に中間評価を実施し、2024年度に事後評価を実施予定のため、対象外。

2019 2020 2021 2022 2023 2024

①－１
コネクト＆マ

ネージ

①－２
慣性力

②－１
配電制御

②－２
高圧フリッカ

システム機能

改良・装置設

計改良

常時監視システム・慣性力

把握手法・慣性力を具備する

装置の基盤技術開発

電圧制御（ローカル制
御）の開発・検証

高圧連系のフリッカ対策（PCSの

単独運転検出方式の整備）

効果検証・

データ整備

電圧制御（集中制
御）の開発・検証

事
後
評
価
②

ノンファーム
型接続FS

ノンファーム型接続システム開発
実系統

実証試験ノンファーム型接続

システム個別機能検証

事
後
評
価
①

中
間
評
価
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◆技術戦略上の位置付け・他事業との関係

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

7

H26fy H27fy H28fy H29fy H30fy H31fy R2fy R3y R4fy R5fy ～R8fy

(2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2026)

電力系統出力変動対応技術研究開発事業 (2014～
2018）

※PLは早稲田大学岩本先生

分散型エネルギー次世代電力網構築実証事業
（2014～2018）

※推進委員会委員長は茨城大学奈良先生

次世代洋上直流送電システム開発事業
（2015～2019）

多用途多端子直流送電システムの基盤技術
開発（2020～2023）

再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネッ
トワーク安定化技術開発事業（2019～2023）

【送電系統】
①-1 日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの
開発

再生可能エネルギーの主力電源化に
向けた次々世代電力ネットワーク安定
化技術開発
（2022～2026）

①-2 慣性力等の低下に対応する
ための基盤技術の開発
【配電系統】
②-1 配電系統における電圧・潮
流の最適な制御方式の開発
②-2 高圧連系ＰＣＳにおける電
圧フリッカ対策のための最適な
単独運転検出方式の開発

電力系統の混雑緩和のための分散型エ
ネルギーリソース制御技術開発
（2022～2026）

⚫ 2018年度に終了した「電力系統出力変動対応技術研究開発事業」の後継として①-2慣性力テーマを、「分散型エ
ネルギー次世代電力網構築実証事業」の後継として②-1配電制御、②-2高圧フリッカのテーマを実施。

⚫ ①-2慣性力と②-1配電制御の成果を踏まえて、2022年度から「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世
代電力ネットワーク安定化技術開発」を実施。



Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆国内外の研究開発の動向と比較

公開

⚫ 欧州では、研究開発プログラムHorizon 2020及びHorizon Europeの一環として、慣性力関連の
基礎検討としてMIGRATEプロジェクト及び実機での検証を行う OSMOSE プロジェクトを実施。また、
これら２プロジェクトを含む電力系統や蓄電システム等の約90の研究開発プロジェクトを連携して推進
するBRIDGEイニシアチブが展開され、再エネの普及に向けた研究開発が強力に進められている。

⚫ 米国においても、エネルギー省が主導するGrid Modernization Initiative では慣性力を含めて、将
来の電力ネットワーク構築に関する包括的な技術開発が行われている。

出典：BRIDGE Initiative Brochure、 European Union（表をNEDO加工）
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

⚫ 本事業の開発技術（慣性力、配電制御、高圧フリッカ）は、第５次及び第６次エネル
ギー基本計画に明記された「系統制約の克服」に関するものであり、2030年での再生可
能エネルギー導入率36～38%（第５次エネルギー基本計画では22～24%程度）の
達成に向けて必要不可欠の基礎技術である。（社会的必要性：大）

⚫ 電力制度改革及び系統増強計画等と歩調を合わせてシステムや機器開発を行う必要
があり、民間だけの対応では、実現が難しい。

⚫ 実施事業者のみでなく、全国の一般送配電事業者や発電事業者にも裨益する。

⚫ 産学連携体制で本事業を確実に遂行するため、NEDOが課題解決に向けてプロジェクト
をマネジメントすることが必要。

系統制約の克服に関する取り組みは我が国共通の喫緊の課題であり、
ＮＥＤＯが関与し、解決を主導する必要性の高い事業である。

公開
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本事業で開発した基礎技術で対策が講じられることにより、慣性力等が低下することによる系統の

不安定化や、甚大な経済損失等を及ぼす広域停電を回避。

本事業の成果（慣性力等の確保、配電制御、高圧フリッカ対策に係る基盤技術）が、系統連系

規程や系統連系技術要件等のグリッドコードに反映され、国内で標準化を実現。

グリッドコードの整備、広域停電の回避、電力品質の維持に貢献することにより再エネ大量導入を実現。

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性 公開

アウトカム目標

グリッドコード（系統に接続される電源が従うべきルール）の整備

広域停電の回避

開発事業費

約42億円
（3年間）

2030年

再エネ36～38%

◆実施の効果（費用対効果）
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変動再エネの電力系統への影響を最小化し、電力の安定供給を図りつつ経済的に再エネ大量導入を実現。

電力品質の維持



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

公開
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Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性 公開
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◆研究開発目標と根拠

研究開発目標 根拠

研究開発項目①－２
慣性力等の低下に対
応するための基盤技術
の開発

(1) 慣性力等が把握可能な常時監視システムの基盤技
術開発
・PMUを用いた電力会社間でデータ比較・検証が可能な
常時監視システムの開発に必要なデータが取得及び分析
ができていること。また開発時に必要となる要求仕様がまとめ
られていること
・２つ以上のアプローチを検証した上で、電力系統の慣性
力等を把握するための基盤的な手法が開発されていること

(2)慣性力等を備えた制御装置の基盤技術開発
・慣性力等を備えた制御装置について、従来の電カシステ
ムと接続可能な機能を有し、必要な慣性力等低下対策
機能を備えている基盤的な手法が開発されていること。また
開発時に必要となる基本的な要求仕様がまとめられている
こと

３年間で実現可能であり、本
基盤技術開発において最低限
実現すべき中核的な部分として、
系統の慣性力等を把握するた
めの(1) 常時監視システムと、
慣性力を提供するための(2)制
御装置に分けて、左記目標を
設定した。



Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性 公開
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◆研究開発目標と根拠

研究開発目標 根拠

研究開発項目②－１
配電系統における電
圧・潮流の最適な制御
方式の開発

・需要能動化及び自家消費進展後の状況において、
配電線全体の電圧・潮流の適正化を図ることを目的
に、需要家側リソースも制御対象に取り入れ、配電
線全体で需要家側リソースと系統側の電圧調整機
器（SVR、TVR、SVC等）の制御量を適切に分担
する２つの制御方式（ローカル制御方式及び集中
制御方式）を開発すること
・開発する制御方式は配電系統の電圧・潮流を適
正（101V±6V以内、過負荷無し）に維持可能で
あること

日本の配電系統において、将来を見
据え、最小限のコストで効果的な配電
系統を実現するために最低限必要な
部分として、左記目標を設定した。

研究開発項目②－２
高圧連系ＰＣＳにお
ける電圧フリッカ対策の
ための最適な単独運
転検出方式の開発

・インバータによる高圧連系の単独運転検出に関して、
系統の電力品質を確保しつつ、求められる時限(3s
程度)以内に検出できる方式について、実験環境で
の検証を行い、系統連系規程への反映に必要となる
データを取得できていること

本事業終了後、速やかに社会実装
できるように、実効的な影響力を持つ
系統連系規程への反映を念頭に、左
記目標を設定した。



Ⅱ．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性 公開

◆研究開発のスケジュール

⚫ 早期の系統制約の克服が強く望まれていることから、各項目とも事業期間は3年間（正確には2019年7
月から2022年2月までの2年8ヶ月間）。基盤的な研究開発を実施するには、ゆとりのある期間ではない
ことから、速やかに立ち上げ、効率的に事業を推進し、成果を普及の見通しを得ることが重要。

⚫ いずれの項目も2019-2020年度に設計・開発を行い、2021年度に効果検証やシステムの改良等を実
施。

2019 2020 2021

①－２
慣性力

②－１
配電制御

②－２
高圧フリッカ

システム機能

改良・装置設

計改良

常時監視システム・慣性力

把握手法・慣性力を具備する

装置の基盤技術開発

電圧制御（ローカル制
御）の開発・検証

高圧連系のフリッカ対策（PCSの

単独運転検出方式の整備）

効果検証・

データ整備

電圧制御（集中制
御）の開発・検証
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年度 2019 2020 2021 合計

①－２
慣性力

942 704 1,257 2,903

②－１
配電制御

289 560 258 1,107

②－２
高圧フリッカ
※1/2助成のため

NEDO負担額は1/2

49 79 67 195

合計 1,280 1,344 1,583 4,207

Ⅱ．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性 公開

◆プロジェクト費用

単位：百万円研究開発項目ごとの費用

⚫ 3年間のプロジェクト費用は約42億円
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Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性 公開

◆研究開発の実施体制

①－２ 慣性力等の低下に対応するための基盤技術の開発

ＮＥＤＯ 東京電力ホールディングス

東北電力ネットワーク

東京電力パワーグリッド

中部電力パワーグリッド

中部電力

関西電力送配電

九州電力

東光高岳

中国電力ネットワーク

九州電力送配電

九州工業大学

関西電力

早稲田大学

東京大学

徳島大学
大阪府立大学
北海道大学
広島大学
東京都市大学
産業技術総合研究所

再委託
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Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性 公開

◆研究開発の内容

⚫ 太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入が進み、火力発電等の回転系発電機が減少すると、電力系統は系統事
故時などの瞬間的な大きな変動に耐えられなくなり、大停電になるおそれがある。このような事態を避け、広域での電力
系統の安定運用を維持するためには、電力系統の変動に対する調整力を確保することが重要。

⚫ 本事業では、この瞬間的な変動(数ｍ秒～数秒)に対する調整力、いわゆる慣性力や同期化力（慣性力等）の確保
を目的とした常時監視システムの基盤技術の開発を行う。

慣
性
力
等

イメージ

！

再エネ導入量

周
波
数

経過時間

制御時間（数ｍ秒～数秒）

慣性力等が
低下

慣性力等有

慣性力等低下

慣性力等激減

⇒ 広域停電

再エネ比率

大

同一地点系統事故における、再エネ比率増大時の周波数制御に与える影響

再エネ比率の増加により
広域停電のおそれ
（再エネ比率50%が一つ
の指標）

① 現行の電力監視システムでは系統の慣性力等を把握することができない。
② 慣性力等を維持する手立てがない。

現
状

① 詳細な時刻同期データが計測可能なＰＭＵ（位相計測装置）を用いた常時監視システムの基盤技術開発。
② 慣性力等が具備される制御装置の検討。

対
策

①－２ 慣性力等の低下に対応するための基盤技術の開発

17



Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性 公開

◆研究開発の内容

①－２ 慣性力等の低下に対応するための基盤技術の開発

18



Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性 公開

◆研究開発の実施体制

②－１ 配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発

ＮＥＤＯ 電力中央研究所

早稲田大学

大阪府立大学

東京電力パワーグリッド

東京電力ホールディングス

関西電力

再委託

②－２ 高圧連系ＰＣＳにおける電圧フリッカ対策のための最適な単独運転検出方式の開発

ＮＥＤＯ 東京電力パワーグリッド

ダイヘン
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Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性 公開

◆研究開発の内容

②－１ 配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発

20

⚫ 将来の電力系統の全体最適を見据えて、上位系統への影響緩和を低コストで的確に実現する配電系統
潮流・電圧制御方式を３フェーズ（短期的、中期的、長期的）に分けて実施。このうち、短中期を東電
PG・HD及び早稲田大が、中長期を電中研及び大阪府大が分担して効率的に推進。

東電PG・HD、早稲田大学 電中研、大阪府大



Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性 公開

◆マネジメントのポイント

１．速やかな立ち上げ（体制構築）
⚫ 経験のあるPL・サブPLの任命：前身事業「電力系統出力変動対応技術研究開発事業」のPLであった早

稲田大学岩本先生にPL（送電：主、配電：副）を、「分散型エネルギー次世代電力網構築実証事
業」の推進委員会委員長であった茨城大学奈良先生にサブPL （送電：副、配電：主）を依頼し、着
任後すぐに的確な助言が得られる体制を構築。さらに、東電HDにPL補佐、電中研にサブPL補佐を依頼。

⚫ プロジェクト推進会議：本事業の中核メンバー（PL、SPL、 PL補佐、サブPL補佐）とNEDOがテーマ横
断で情報を共有し、議論できる場を設置。

２．効率的な事業の推進
⚫ オンライン会議の活用：新型コロナウィルスの影響で、委員会等を対面開催することが難しくなったことから、

速やかにオンライン会議に移行。
⚫ NEDO資産の有効活用：②-1配電制御において、シミュレーションの計算能力不足が顕在化したが、他

のNEDO事業（多用途多端子直流送電システムの基盤技術開発）から計算機（RTDS）を一時的に
共用使用することで、時間をロスすることなく研究開発を推進。

３．成果普及の見通し
⚫ 2030年での再生可能エネルギー導入率を見据えて、資源エネルギー庁の審議会や電力広域的運営推

進機関（OCCTO）の委員会等での議論と連携すべく、本プロジェクトの成果などの積極的な情報提供を
推進。

⚫ 電気学会全国大会のシンポジウム：2022電気学会全国大会において、一般向け（参加費無料）のシ
ンポジウム『再生可能エネルギー大量導入に伴う系統慣性低下に対応するための技術開発成果－NEDO
「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発事業」－』を開催。研
究開発項目①-2慣性力について11件を発表。
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Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性 公開

◆研究開発の進捗管理

⚫ NEDOはPL及びSPLとともに、テーマごとに設置された検討委員会及びWGに参加して進捗を確認。こ
れらの委員会等では、これまでの成果と今後の計画を紹介し、内容に対応した外部有識者による質疑
応答を実施し、必要に応じて軌道修正を図りつつ推進。

⚫ また、事業終了後に速やかに社会実装することを念頭に関連する団体にオブザーバー参加を依頼。例え
ば、①－２慣性力では、事業に参加していない４電力会社（一般送配電事業者）がオブザーバー参
加することで、全10電力会社＋電事連・送配協にタイムリーに情報が共有されるようになっている。

項目 名称 回数 主なオブザーバー等

①－２慣性力

検討委員会 6回
経済産業省、電気事業連合会、送配電網協議会、

北海道電力送配電、北陸電力送配電、四国電力送配電、
沖縄電力、日本電機工業会、太陽光発電協会

推定手法WG（WG1） 6回 経済産業省

評価・対策装置WG（WG2） 6回 経済産業省、日本電機工業会

②－１配電制御 検討委員会 6回 経済産業省

②－２高圧フリッカ 検討委員会 6回
経済産業省、日本電機工業会、電気安全環境研究所、

電力中央研究所、九州電力送配電
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公開

◆動向・情勢の把握と対応

Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

情勢 対応

グリッドコード検討会の設置と議論への貢献
（2020年9月）

OCCTOに、再エネ大量導入に必要となるグリッドコードを検討する
「グリッドコード検討会」が設置された。

・②ー１の事業者がグリッドコード検討会に事業成果を提
供し、系統連系技術要件が改定されることになった。

・NEDOとしても、国際ワークショップ「NEDO/IEA PVPS 
Task14 Grid Code and RfG Workshop」を開催し、
我が国のグリッドコードの議論の活性化に貢献（2019年
11月）

第6次エネルギー基本計画の策定（2021年10
月）

「系統制約の克服も非常に重要であり、最大限取り組んでいく。」と
記載。
「疑似慣性機能等を具備したインバータの導入などのための技術開
発」が明記。

・②ー１で取得した需要家データ（150世帯）について、
事業終了後に統計処理して公開。これにより、当該分野
の研究の活性化に貢献。

・①ー２の事業について、2022電気学会全国大会にお
いて、慣性力に関するシンポジウムを開催し、我が国の議
論の活性化に貢献。

経済産業省やOCCTOの各種委員会における再エネ大量導入に対応する系統連系ルールの
見直し等に関する動向と情勢を把握し、以下の対応を実施。
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✓ オープン／クローズ戦略の考え方

非競争域 競争域

公

開

①-2慣性力（常時監視シ
ステムの要求仕様・疑似慣
性PCSの基盤技術）
②-1配電制御（系統連系
要件）
②-2高圧フリッカ（系統連
系要件）

②-2高圧フリッカ（単独運
転検出方式）

非
公
開

②-1配電制御（需要家
データの生データ）

②-2高圧フリッカ（単独運
転検出装置）

標準化を推進

◆知的財産権等に関する戦略、知的財産管理

⚫ ①-2慣性力（常時監視システムの要求
仕様・疑似慣性PCSの基盤技術）、②-
1配電制御（系統連系要件・需要家デー
タ）、②-2高圧フリッカ（系統連系要
件）は非競争領域であり、系統連系規程
への反映などの標準化を推進

⚫ ②-2高圧フリッカ（単独運転検出方式）
は権利化

⚫ ②-2高圧フリッカ（単独運転検出装置）
はノウハウとして秘匿。

公開

「NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に基づき

⚫ 知財合意書を再委託先を含む全事業者間にて取り交わし、特許を受ける権利の帰属、大学等と企業の共有特許、事

業内での実施許諾、等を規定

⚫ 知財運営委員会を組織し、特許申請について審議・認定を実施

✓ 知的財産管理

Ⅱ．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

積極的に

権利化

ノウハウとし
て秘匿
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発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

公開
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Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

⚫ Phasor Measurement Unit (PMU)を全国40カ所に設置し、測定データを複数の手法で分析して慣性力を推定。

得られた結果から、慣性力の常時監視システムを構築するための要求仕様をまとめて、全一般送配電事業者に共有。

①－２ 慣性力等の低下に対応するための基盤技術の開発
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Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

①－２ 慣性力等の低下に対応するための基盤技術の開発

⚫周波数変化率(RoCoF)と周波数最大偏差(Nadir)の両方に留意しつつ、Grid Following(GFL)と

Grid Forming(GFM)の２種のPCSを開発し、疑似的な慣性力を保有しているように動作することを確

認。
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開発成果と達成度

主な内容 目標 成果 達成度

①－２
慣性力等
の低下に
対応する
ための基
盤技術の
開発

・PMUを用いた電力会社間で
データ比較・検証が可能な常時
監視システムの開発に必要なデー
タが取得及び分析ができていること。
また開発時に必要となる要求仕
様がまとめられていること
・２つ以上のアプローチを検証した
上で、電力系統の慣性力等を把
握するための基盤的な手法が開
発されていること
・慣性力等を備えた制御装置につ
いて、従来の電カシステムと接続
可能な機能を有し、必要な慣性
力等低下対策機能を備えている
基盤的な手法が開発されているこ
と。また開発時に必要となる基本
的な要求仕様がまとめられている
こと

➢ 各電力会社に設置したPMUデータはほぼ欠落なく取得でき、
搭載した系統慣性等推定手法により30分毎に慣性、安定
度推定を実施することができた。構築したシステムをもとに開
発時に必要となる要求仕様をまとめ、更には要件定義（業
務要件、機能要件、非機能要件）と、システムを構築する
ために必要な機能仕様についても整理した。

➢ 基盤的な手法として高速フーリエ変換（FFT）手法を選定。
さらに異なるアプローチとしてクープマンモード分解（KMD）
手法と、電源脱落時の RoCoF から算出した慣性推定値と
も比較検証を実施。 FFT手法、KMD手法、RoCoFから推
定の3手法について検証し、いずれも慣性推定値が慣性積
上げ値より大きな値で同様に推移することから慣性積上げ
値以外の系統への寄与分が一定程度存在する可能性が
示唆された。

➢ 慣性低下対策PCS の開発に取り組み、プロトタイプを製
作・評価し、基盤的な手法開発を完了した。また、製作・評
価を通じて得られた知見をもとに、慣性低下対策PCS の標
準的な機器仕様、試験法をとりまとめた。電流制御方式
（GFL）の基盤的開発完了に加え、電圧制御方式
（GFM）についてもGFLに比べ良い対策効果を確認すると
ともに今後の実用化に向けた課題を整理した。

◎

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◎ 大きく上回って達成、○ 達成、△ 一部達成、☓ 未達

◆研究開発項目毎の目標と達成状況
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Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

②－１ 配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発

29

⚫需要家側リソース及び制御方式を検討するため、大阪都市圏内の住宅150世帯（2020年度：30世

帯、2021年度：120世帯）にデータ収集装置を設置し、需要データを収集・整理。



Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

②－１ 配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発

30

⚫ＰＶ大量連系時における実配電線を模擬できる世界最大級のシミュレーション環境を構築。

配電系統アナログシミュレータ：ANSWER（Active Network System with Energy Resources）



Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

②－１ 配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発

⚫ ANSWERでモデル化しているシステム構成図は以下のとおり。

赤枠部分が、本事業における増設（リアルタイムシミュレータ、系統シミュレータ、負荷/DER模擬装置、

計算機サーバ一）

31



Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

②－１ 配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発
⚫ 電中研赤城試験センターにおいて、数値シミュレーションでは模擬できない通信システムの遅れ、各種制御方式の演算

時間、PCSが動作するまでの動作遅延、系統切り替え時の動作、通信障害発生時の動作等を検証。

低圧配電系統における試験項目：
① 自端制御方式，ローカル自律制御方式の動作確認試験
② 開発方式，既方式（力率一定制御方式等）との協調試験

高圧配電系統，低圧配電系統における試験項目：
① 常時電圧変動時の開発方式の制御動作確認試験
② 開発方式と既開発方式混在時の協調動作試験
③ 複数低圧系統間の干渉影響評価試験
④ 系統切り替え時の動作検証試験
⑤ 通信障害発生時の動作確認試験

電中研赤城試験センター全体 試験設備構成イメージ 32



開発成果と達成度

主な内容 目標 成果 達成度

②－１
配電系統
における電
圧・潮流
の最適な
制御方式
の開発

・需要能動化及び自家消費進展後の状
況において、配電線全体の電圧・潮流の
適正化を図ることを目的に、需要家側リ
ソースも制御対象に取り入れ、配電線全
体で需要家側リソースと系統側の電圧調
整機器（SVR、TVR、SVC等）の制御
量を適切に分担する２つの制御方式
（ローカル制御方式及び集中制御方
式）を開発すること
・開発する制御方式は配電系統の電
圧・潮流を適正（101V±6V以内、過
負荷無し）に維持可能であること

➢ ・自端制御方式、強化学習を用いた制御方式、ロー
カル自立制御方式、集中制御方式の４つの制御方
式についてシミュレーションで基本的な特性を検証し、
それぞれの効果を確認した。また、再エネ大量導入に
伴い、需要の密度が高く、その変化も激しくなる将来
において効果的と考えられるローカル自立制御方式
について、通信の応答性や需要家側設備との制御
干渉等のシミュレーションで検証が難しい事項につい
ても問題が無いことを確認した。

➢ ・現行の力率一定制御手法では、再エネ導入が進
んだ場合に電圧逸脱発生の可能性があるが、状況
に応じて力率一定値を変更することにより、再エネ大
量導入下でも電圧を適正に維持できることを示した。
本成果はグリッドコード検討会における根拠として活
用され、今後グリッドコードに規定される高低圧 PCS
の力率一定制御については、「力率設定値の変更を
可能とする機能を有し一般送配電事業者の求めに
応じて変更する」 ことが定められることとなった。

◎

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

◎ 大きく上回って達成、○ 達成、△ 一部達成、☓ 未達 33



Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

②－２ 高圧連系ＰＣＳにおける電圧フリッカ対策のための最適な単独運転検出方式の開発

34

⚫高速性が求められていない高圧連系PCSの単独運転検出機能について、系統連系規程等への反映を
見据え、系統の電力品質を確保しつつ求められる時限（3秒程度）以内に検出できる方式を検討。



Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発の内容

②－２ 高圧連系ＰＣＳにおける電圧フリッカ対策のための最適な単独運転検出方式の開発

35

電中研赤城試験センターにおいて、様々な条件下でも誤検出せずに単独運転を検出できることを検証。



開発成果と達成度

主な内容 目標 成果 達成度

②－２
高圧連系
ＰＣＳに
おける電
圧フリッカ
対策のた
めの最適
な単独運
転検出方
式の開発

・インバータによる高圧連系の単独運転検出に関
して、系統の電力品質を確保しつつ、求められる
時限(3s程度)以内に検出できる方式について、
実験環境での検証を行い、系統連系規程への反
映に必要となるデータを取得できていること

➢ 実機試験および系統状況（新型・従来型
の割合、系統インピーダンス、能動方式）を
変更した数値シミュレーションを通して、高圧
連系PCSによるフリッカの発生条件を整理し、
適切な無効電力注入量を評価した。能動
信号（無効電力）に頼らない単独運転検
出方式（フリッカ判別付周波数変化率方
式）を提案し、方向性を見出すことができた。

○

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

◎ 大きく上回って達成、○ 達成、△ 一部達成、☓ 未達 36



◆成果の普及

Ⅲ．研究開発成果 （２）成果の普及 公開

⚫ 機密性の高い情報の取り扱い等を考慮しつつ、積極的に学会・論文発表を実施。

2019年度 2020年度 2021年度 以降 計

研究発表・講演 8件 27件 37件 8件 80件

論文 0件 3件 4件 5件 12件

受賞実績 0件 4件 0件 0件 4件

プレス発表等 10件 1件 0件 0件 11件

37



◆成果の普及

Ⅲ．研究開発成果 （２）成果の普及 公開

講演番号 題 目 講演者氏名 所属

1 はじめに NEDO事業紹介 前野 武史 NEDO

2 Ⅰ. 「系統慣性等の把握可能な基盤技術の開発」概要 草柳 儀隆 東京電力ホールディングス

3 Ⅰ-1. 系統慣性等常時監視システムの開発 立松 正幹 関西電力

4 Ⅰ-2. 系統慣性等推定技術の開発 渡邊 政幸 九州工業大学

5 Ⅰ-3. 系統慣性等推定結果の検証・評価
田口 公陽
山崎 渉

東北電力ネットワーク
中国電力ネットワーク

6 Ⅰ-4. 新島における実証試験と系統慣性推定手法開発に向けた取組
大原 尚
大熊 武

東京電力パワーグリッド
東光高岳

休憩

7 Ⅱ. 「慣性力等を備えた制御装置の基盤技術開発」概要 濱田 拓 東京電力ホールディングス

8 Ⅱ-1. 将来の需給シナリオ策定 荻本 和彦 東京大学

9 Ⅱ-2. 慣性力等低下時の合理的対策検討 入江 寛 三菱総合研究所

10 Ⅱ-3. 慣性低下対策PCSの仕様検討及び評価技術開発 橋本 潤 産業技術総合研究所

11 Ⅱ-4. 革新的技術検討：GFM制御アルゴリズムと評価基盤の開発 石井 英雄 早稲田大学

⚫ 2022電気学会全国大会において、一般向け（参加費無料）のシンポジウム『再生可能エネ
ルギー大量導入に伴う系統慣性低下に対応するための技術開発成果－NEDO「再生可能エ
ネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発事業」－』を開催。
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Ⅲ．研究開発成果 （３）知的財産権等の確保に向けた取組

2019 2020 2021 2022 2023 計

特許出願 1 10 4 - - 15

◆知的財産権の確保に向けた取組

公開

※2022年8月30日現在

⚫ 知的財産権等に関する戦略のとおり、①-2慣性力（常時監視システムの要求仕様・疑似
慣性PCSの基盤技術）、②-1配電制御（系統連系要件・需要家データ）、②-2高圧フ
リッカ（系統連系要件）は非競争領域であり、系統連系技術要件や系統連系規程への反
映などの標準化を推進。

⚫ また、①-2慣性力（常時監視システムの情報処理装置）と②-2高圧フリッカ（単独運転
検出方式）は権利化。
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発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

公開

40



Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し

◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方

公開

◆実用化・事業化の定義
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始される
ことを実用化、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、
企業活動(売り上げ等)又は再生可能エネルギーの導入拡大に貢献することを事業化と定
義する。

開発した技術やシステムは、エネルギー政策に基づき、着実に社会実装すべきであるもの
の、実装し運営する一般送配電事業者の利益としては現れにくいものであるため、波及効
果である再生可能エネルギーの導入拡大に貢献することまでを事業化の定義に含めた。

➢ 設定理由

41



Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し 公開

⚫ ①-2慣性力及び②-1配電制御は、疑似慣性PCSの成果を中心に、後継事業「再生可能エネルギー
の主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発(2022～2026)」を経て社会実装
し、2030年の再エネ導入目標達成に貢献していく。

⚫ ②-2高圧フリッカについては、本事業で取得した特許及び整理した系統連系規程等へ反映する事項を
具体的に進め、早期実用化を目指す。

⚫ なお、いずれの項目も確実に社会実装するためグリッドコードに反映することを念頭に推進していくことから、
本成果が今後実用化・事業化される確かな見通しがある。

出典：第1回グリッドコード検討会（2020.9.4）資料3、電力広域的運営推進機関（OCCTO）42



Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し 公開

43

⚫ ①-2慣性力（常時監視システム）：技術的な課題は残っていないことからシステム実装可能。電力広
域的運営推進機関における系統慣性の閾値の考え方等の議論を踏まえた上で、実用化していく。当面
は事業者が推定精度向上等について継続的に研究開発を実施予定。

⚫ ①-2慣性力（疑似慣性PCS）：2022年度から「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世
代電力ネットワーク安定化技術開発」として実用化開発を実施。電流制御方式（GFL）は2024年度
頃までに開発を終えて実用化を推進し、電圧制御方式（GFM）は2026年度まで開発し、その後社
会実装を進める予定。（下図参照）

疑似慣性PCSの今後の開発予定



Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し 公開

44

⚫ ②-1配電制御：本事業の成果を踏まえて、2025年4月（詳細仕様確定の2022年4月を起点に3
年間）に系統連系技術要件が改定され、社会実装される予定。（議論内容は下図参照）また、疑
似慣性PCSによる配電系統の高度化として、本テーマの課題は「再生可能エネルギーの主力電源化に
向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」に引き継がれている。

⚫ ②-2高圧フリッカ：今後、事業者が「電圧フリッカを発生させない単独運転検出方式」を実系統で検証
するとともに、本事業で整理した系統連系規程等へ反映する事項を具体的に進める。また、より汎用的
で実用的なPCSとして、疑似慣性機能と単独運転検出機能の両方を備えたPCSの開発も進める。

出典：第7回グリッドコード検討会（2021.9.16）資料7、電力広域的運営推進機関（OCCTO）

グリッドコードへの開発成果の反映に係る検討


